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○３月の現金給与総額は前年比＋1.2％ 

３月の一人当たり現金給与総額（名目賃金）は前年比＋1.2％と、前月に続き高めの伸びとなった。項目

別にみると、所定内給与は同＋0.6％、特別給与は同＋7.3％と伸びが鈍化したが、所定外給与は同＋4.1％、

と伸びが拡大した。また、常用雇用者数も＋1.9％と引き続き高い伸びとなり、その結果、雇用者の増加も

加味した経済全体の雇用者所得（一人当たり賃金×雇用者数）でみれば前年比＋3.1％と３ヶ月連続で３％

を超える高い伸びとなった。 

このところ、賃金、特に所定内給与の回復が目立っている。これは、相対的に賃金の低いパートの比率が

低下したことが主因であると考えられる。常用雇用指数の内訳をみると、一般労働者は前年比＋2.3％と２

月（同＋2.1％）と伸びが拡大したのに対して、パートタイム労働者は同＋0.8％と２月（同＋1.5％）から

伸びが鈍化した。この背景には、企業が優秀な人材の囲い込みなどを意図して、パート社員の正社員化を進

めている影響や、団塊世代退職・再雇用の動きが一服した影響があると思われる。なお、08 年１月以降、５

～29 人規模事業所のサンプル換えによって、賃金が押し上げられているという面もあるとみられるが、30

人以上の事業所でも賃金は改善しており、実態としても賃金は緩やかに改善していると思われる。 

 

○雇用所得環境の改善は緩やかなものに留まる見込み 

 賃金については、前述の要因に加え、昨年の水準が低かった影響もあり当面は改善が続くと見込まれる。

ただし、企業収益の悪化傾向などから企業の人件費抑制姿勢も強いため、賃金の回復ペースも緩やかなもの

に留まるだろう。 

(単位：％）
現金給与総額 常用雇用者数 総労働時間

所定内 一般 パート 所定内 所定外
前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

06 8月 ▲ 0.2 ▲ 0.3 1.2 1.1 1.6 ▲ 0.3 ▲ 0.5 3.0
9月 0.1 ▲ 0.2 1.4 1.4 1.5 0.4 0.2 2.9

10月 0.0 ▲ 0.1 1.4 1.4 1.1 1.3 1.2 2.9
11月 0.2 ▲ 0.8 1.3 1.3 1.5 0.2 0.0 3.8
12月 ▲ 0.1 ▲ 0.8 1.4 0.9 2.9 0.3 0.2 0.9

07 1月 ▲ 1.2 ▲ 0.2 1.6 0.9 3.3 0.4 0.2 1.0
2月 ▲ 1.0 ▲ 0.6 1.6 0.7 4.2 ▲ 1.2 ▲ 1.4 1.9
3月 ▲ 0.1 ▲ 0.7 1.5 0.9 3.2 ▲ 1.4 ▲ 1.6 2.7
4月 ▲ 0.2 ▲ 0.7 1.6 0.8 3.8 ▲ 1.0 ▲ 0.9 0.7
5月 ▲ 0.2 ▲ 0.2 1.7 1.0 3.7 0.8 0.8 1.0
6月 ▲ 0.9 ▲ 0.4 1.8 0.9 4.5 ▲ 0.8 ▲ 0.8 0.0
7月 ▲ 1.7 0.0 1.7 0.8 4.3 0.0 0.1 ▲ 0.1
8月 0.6 ▲ 0.2 1.6 0.5 4.9 ▲ 0.6 ▲ 0.6 0.1
9月 ▲ 0.6 ▲ 0.4 1.7 0.5 4.8 ▲ 2.6 ▲ 2.6 1.0

10月 ▲ 0.1 ▲ 0.4 1.7 0.6 5.1 ▲ 0.5 ▲ 0.5 0.9
11月 0.1 0.2 2.2 1.0 5.2 1.4 1.7 ▲ 0.2
12月 ▲ 1.7 0.4 2.0 1.4 3.7 ▲ 1.8 ▲ 1.7 ▲ 0.2

08 1月 1.6 0.7 1.9 1.8 2.4 ▲ 1.8 ▲ 1.8 ▲ 0.9
2月 1.5 1.1 2.0 2.1 1.5 1.6 1.7 1.8
3月 1.2 0.6 1.9 2.3 0.8 ▲ 0.3 ▲ 0.5 1.8

(出所）厚生労働省「毎月勤労統計」
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一方、雇用については毎月勤労統計では高い伸びが続く一方、労働力調査ではこのところ弱さが目立つな

ど、統計間で乖離がでている。毎月勤労統計では、５人未満の事業所が調査の対象にならないという問題点

を持つ一方、労働力調査はサンプル要因による単月の振れが大きいという問題点を持つ。どちらの統計がよ

り実態に近いかははっきりしないため、今後も両統計の動きを注視しておく必要がある。 

 

  

  

 

 

常用雇用者数（全産業、前年比）
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